
【表紙】 

 （注） 上記の八王子支店は、証券取引法に規定する縦覧場所ではありませんが、投資者の便宜を考慮して、縦覧に

供する場所としております。 

【提出書類】 有価証券報告書 

【根拠条文】 証券取引法第24条第１項 

【提出先】 北海道財務局長 

【提出日】 平成19年１月25日 

【事業年度】 第21期（自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日） 

【会社名】 株式会社土屋ツーバイホーム 

【英訳名】 TSUCHIYA TWOBY HOME CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  工藤 政利 

【本店の所在の場所】 札幌市中央区北７条西13丁目９番地の１ 塚本ビル 

【電話番号】 （０１１）２６１－０４６６(代表) 

【事務連絡者氏名】 管理部次長  大森 雅之 

【最寄りの連絡場所】 札幌市中央区北７条西13丁目９番地の１ 塚本ビル 

【電話番号】 （０１１）２６１－０４６６(代表) 

【事務連絡者氏名】 管理部次長  大森 雅之 

【縦覧に供する場所】 株式会社土屋ツーバイホーム八王子支店 

（東京都八王子市天神町16番地１） 

株式会社ジャスダック証券取引所 

（東京都中央区日本橋茅場町一丁目４番９号） 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式がないため記載しておりません。 

４．第19期の自己資本利益率については、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。 

５．第19期の株価収益率については、当期純損失を計上しているため、記載しておりません。 

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 

決算年月 平成14年10月 平成15年10月 平成16年10月 平成17年10月 平成18年10月 

売上高（千円） 6,031,010 5,928,817 5,346,901 6,522,592 6,317,549 

経常利益または経常損失(△) 

（千円） 
57,667 95,128 △52,870 93,319 140,453 

当期純利益または当期純損失(△)

（千円） 
30,508 68,145 △91,664 64,626 59,468 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 596,987 596,987 596,987 596,987 596,987 

発行済株式総数（株） 8,900 8,900 8,900 8,900 8,900 

純資産額（千円） 31,615 104,491 24,098 90,762 150,142 

総資産額（千円） 3,409,815 2,863,153 3,481,404 2,531,255 2,309,967 

１株当たり純資産額（円） 3,552.32 11,740.59 2,707.75 10,198.08 16,869.97 

１株当たり配当額 

(内１株当たり中間配当額)（円） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

１株当たり当期純利益金額または

１株当たり当期純損失金額(△)

（円） 

3,427.96 7,656.80 △10,299.39 7,261.45 6,681.83 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 0.9 3.6 0.7 3.6 6.5 

自己資本利益率（％） 164.5 100.1 － 112.5 49.4 

株価収益率（倍） 43.2 17.6 － 23.7 19.9 

配当性向（％） － － － － － 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
285,219 104,994 △630,629 212,758 251,441 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
△119,477 △270 △71,773 203,267 △27,028 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
△400,000 △500,000 800,000 △400,000 △300,000 

現金及び現金同等物の期末残高

（千円） 
483,046 87,770 185,367 201,393 125,807 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）（人） 

131 

(17) 

135 

(19) 

142 

(19) 

137 

(19) 

147 

(18) 



２【沿革】 

 当社は、株式会社土屋ホームのツーバイフォー工法を行う営業部門を分離独立し、株式会社土屋ホーム等の出資によ

り設立されました。 

 当社の設立から現在までの沿革は次のとおりであります。 

年月 事項 

昭和61年10月 ツーバイフォー工法による注文住宅の建築を目的とし、札幌市中央区北５条西24丁目１番地に株

式会社土屋ツーバイホーム（資本金10,000千円）を設立する。 

昭和61年12月 一般建設業の許可（北海道知事許可（般－61）(石)第10633号）を取得する。 

本社を札幌市西区手稲東１条北１丁目１番地に移転する。 

札幌市西区に札幌西支店を設置する。 

昭和62年１月 株式会社土屋ホームからツーバイフォー工法による建築工事の請負及び工事施工部門を譲受け

る。 

昭和62年３月 一級建築士事務所の登録（北海道知事登録(石)第2483号）を行う。 

昭和62年４月 宅地建物取引業の免許（北海道知事石狩(１)6553号）を取得する。 

平成２年５月 本社を札幌市中央区北７条西13丁目９番地の１塚本ビルに移転する。 

特定建設業の許可（北海道知事許可（特－２）(石)第10633号）を取得する。 

平成３年４月 受注から設計・積算、建物引渡後までを総合的に情報管理できる「Twobynet（ツーバイネッ

ト）」コンピュータシステムのソフトを開発し、業務の効率化を図る。 

平成５年２月 当社の建築した住宅が、財団法人住宅・建築省エネルギー機構が主催（建設省、住宅金融公庫、

住宅・都市整備公団後援）する省エネルギー住宅賞において「社団法人日本ツーバイフォー建築

協会会長賞」を受賞する。 

平成６年１月 東京都八王子市に八王子支店を開設し、首都圏及び本州支店展開を開始する。 

平成６年７月 従来のツーバイフォー工法に加え、日本貿易振興会（ＪＥＴＲＯ）輸入住宅展示場にモデルハウ

スを出展し、輸入住宅の販売を始める。 

平成７年１月 特定建設業の建設大臣許可（建設大臣許可（特－９）第16009号）を取得する。 

平成８年３月 スチールハウスの構造に関する技術の開発や居住性能、居住環境評価、耐腐食性のためのデータ

収集を行う共同開発契約を日本鋼管株式会社と締結する。 

平成９年２月 スチールハウス事業を開始する。 

平成10年３月 スチールハウスの建築材料及び構造方法について、建築基準法第38条認定を建設大臣より受け

る。 

平成10年４月 日本証券業協会に株式を店頭登録する。 

平成10年８月 カナダ天然資源省と技術提携し、日本の環境への調和を図った住宅テクノロジープログラム

「super ＥＴＭ program」（スーパーＥ）を共同で開発する事業を開始する。 

平成10年10月 カナダ天然資源省「スーパーＥハウス」の日本初認定企業の指定を受ける。 

平成11年５月 スチールハウスの建築工法に一戸建住宅３階建を可能とする財団法人日本建築センターの構造評

定を取得する。 

平成14年11月 一般建設業の許可（北海道知事許可（般－14）(石)第17993号）を取得する。 

 八王子支店にてスチールツーバイフォー工法の直販を開始する。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場する。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、当社及び親会社並びに関連当事者３社により構成されており、事業は建築請負及び販売用不動産の

販売を主体として行っております。 

 当社及び親会社の当該事業にかかる位置付けは、当社が木造ツーバイフォー工法及びスチールツーバイフォー工法、

親会社が木造在来工法と住宅の建築工法によって区分しております。 

 以上について関連当事者との関係も含めて図示すると次のとおりであります。 

 （注）１．フランチャイズ加盟店（パートナー）とは、当社スチールハウス事業に加盟することに同意し、契約した工

務店等であります。 

２．フランチャイズ加盟店（パートナー）は、一般顧客と住宅の建築に関して契約を締結するもので、一般顧客

と当社との取引関係は生じません。 

３．その他の事業は、当社販売住宅のメンテナンス及びフランチャイズ加盟店（パートナー）への技術指導等で

あります。 



４【関係会社の状況】 

 親会社 

 （注） 有価証券報告書を提出しております。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の内
容 

議決権の被所有割
合（％） 

関係
内容 

株式会社土屋ホーム 

（注） 
札幌市北区 7,114 建設業 78.65 

「関連当事者

との取引」に

記載のとおり

であります。 

  平成18年10月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

147（18）  37.3 6.9 4,439 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当事業年度における我が国経済は、原油価格の不安定要因や原材料の値上がり等の懸念材料はあるものの、企業

収益の改善による民間設備投資の増加及び個人消費も堅調に推移するなど緩やかな回復基調で推移してまいりまし

た。 

 住宅業界におきましては、国土交通省による新設住宅着工戸数で見ますと、当事業年度におきましては対前年同

期比4.2％増加の1,276千戸、うち持家に関しましても対前年同期比2.2％増加の359千戸となり、緩やかに増加して

まいりました。当社の主力販売エリアであります北海道の新設住宅着工戸数におきましても、対前年同期比3.8％増

加の52千戸、うち持家に関しましても対前年同期比4.9％増加となっております。また、当社で扱っておりますツー

バイフォー住宅におきましても、全国では対前年同期比11.5％増加の103千戸、うち持家に関しましても対前年同期

比3.5％増加の32千戸と徐々にではありますが、増加傾向で推移してまいりました。しかしながら、限られた需要の

なかでの同業他社との競合及び北海道経済の冷え込みは予想以上であり、依然として厳しい状況で推移しておりま

す。 

 当社におきましては、このような環境のなかで、女性スタッフが企画立案しましたミセスに優しい新商品「ラ・

フェリーチェ」の発表及び前事業年度より好評いただいております商品「ガレージライフ」を更に展開し、団塊ジ

ュニア世代を中心とした若年層向けの受注確保を促進することにより、更なる顧客満足度の向上を図るべく手段を

講じてまいりました。 

 北海道におきましては、潜在需要の掘り起こしを目的として、前事業年度に引き続き小規模宅地開発による土地

の分譲と注文住宅のセット販売を積極的に展開してまいりました。これらの相乗効果により、販売用不動産売上高

のうち土地の売上高は減少したものの、販売用不動産売上高のうち提案住宅の売上高は対前期増減率16.8％と増加

しており、売上総利益の増加に寄与しております。関東圏におきましては、建物の耐震性、耐久性及び耐風性にお

いて他社と徹底した差別化を図った商品としまして、「スチールツーバイフォー住宅」を中心として販売活動に取

組んでまいりました。また、東京都八王子市の常設展示場にあるスチールツーバイフォー住宅のモデルハウスを、

ハワイのリゾートをイメージした建物「ハワイアン・メタルホーム・ラハイナ」にリニューアルしております。し

かしながら、当初の販売計画を達成するまでには至りませんでした。 

 以上の結果、売上高につきましては、対前期増減率△3.1％の63億17百万円（前年同期売上高65億22百万円）の実

績となりました。 

 利益面につきましては、経常利益は対前期増減率50.5％の１億40百万円（前年同期経常利益93百万円）、当期純利

益は固定資産の減損に係る会計基準の適用及び原材料評価損などにより、対前期増減率△8.0％の59百万円（前年同

期当期純利益64百万円）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末に比べ75百万円減少

し、１億25百万円となりました。 

 また、当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において営業活動の結果、得られた資金は２億51百万円（前年同期は２億12百万円の収入）となりまし

た。これは、主に営業利益の増加及び仕入債務の増加によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において投資活動の結果、使用した資金は27百万円（前年同期は２億３百万円の収入）となりました。

これは、主に有形固定資産の取得によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において財務活動の結果、使用した資金は３億円（前年同期は４億円の使用）となりました。これは、

親会社短期借入金の減少によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 建設業における生産実績は、施工管理、施工技術、機械力、労働力、資金力及び資材調達力等の総合によるもの

であり、工事内容が多様化しており、当社は外注に依存している割合が高く、具体的に表示することが困難である

ため、記載を省略しております。 

(2）受注状況 

 当事業年度における受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．住宅事業（住宅請負）にスチールハウス躯体請負工事も含めて表示しております。 

(3）販売実績 

 当事業年度の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．住宅事業（住宅請負）にスチールハウス躯体請負工事も含めて表示しております。 

事業部門別 受注高（千円） 前年同期比(％) 受注残高（千円） 前年同期比(％) 

住宅事業（住宅請負） 4,187,710 ＋12.8 725,827 ＋39.2  

住宅事業（住宅販売） 2,376,477 △8.7  212,896 ＋33.6  

合計 6,564,188 ＋3.9  938,724 ＋37.9  

事業部門別 
第21期 

（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

前年同期比（％） 

住宅事業（住宅請負）（千円） 3,983,355 ＋2.3  

住宅事業（住宅販売）（千円） 2,322,932 △11.4  

その他（千円） 11,261 ＋100.7 

合計（千円） 6,317,549 △3.1  



３【対処すべき課題】 

(1）現状の認識について 

 住宅着工戸数の低迷が続くなかで当社は、企業間競争に打ち勝つための施策を実施してまいりました。対処すべ

き課題といたしましては、社会環境の変化や市場動向を的確に掌握し、それに対応できる体制を確立することによ

り、安定的利益を確保することと認識しております。 

(2）当面の対処すべき課題の内容 

 営業社員教育の徹底強化及び経営体質の改善を当面の対処すべき課題として掲げております。 

(3）対処方針 

 営業社員教育の徹底強化に関しましては、営業社員の行動管理を徹底して進めるなど教育に注力し、効率的な営

業活動を促進してまいります。当社グループが定めた営業の基本行動量に対する意識の定着化を図り、常に変化す

るお客様のニーズを的確に捉え、「顧客満足」の実現を目指してまいります。 

 経営体質の改善に関しましては、資産の流動性を高めることと、キャッシュ・フロー重視の経営により、自己資

本比率を高め、より一層の経営基盤の充実と業績伸張を図ってまいります。また、社会環境の変化や市場動向を的

確に捉え、変化に対応できる体制を確立し、安定的利益の確保を図ってまいります。 

(4）具体的な取組状況等 

 社員教育の徹底強化に関して全社員に対しましては、社員の総力を結集し、同じ目標へ一丸となって進むため、

経営方針発表会を毎年期初に行なっております。また、営業社員はもとより、内勤社員に関してもお客様の立場に

立って様々な提案をするために、年間行事予定に基づき様々な研修を行っております。特に営業不振者に対しまし

ては、毎月１度セールス体制の確立と使命感経営実践のための営業的スキルの向上と基本行動量の徹底を図る研修

を行っております。 

 当事業年度におきましては、外部経営コンサルタントと契約し、支店長を対象としたプレイングマネージャー研

修を実施することにより、紹介受注の増加及びマネジメント力の強化を図ってまいりました。次事業年度に関しま

しても、全社を挙げ営業力強化に努め、一人当たりの年間受注棟数を引き上げるべく努めてまいります。 

 経営体質の改善に関しましては、従前に引き続き、一層厳しく部門別の予算の管理を徹底し、将来にわたって恒

常的に利益を創出できる企業への変革を実現してまいります。 

 住宅業界に求められる社会のニーズは複雑に変化し、技術も日々変化することから、これらの状況に対し、いか

に迅速かつ適切に対応できるか否かによって企業の存亡が左右されます。社会のニーズをいち早く収集し、速やか

に対応できる企業体質にするとともに、常に技術の研鑚に努める所存であります。 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項については、有価証券報告書提出日（平成19年１月25日）現在において当社が判断

したものであります。 

(1）事業環境の変化による影響について 

 当社の属する住宅業界は、不動産市場における需給状況や価格の大幅な変動、雇用情勢の悪化、金利の上昇、建

設資材の急激な価格上昇等が生じた場合には、当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

(2）法的規制の影響について 

 当社の属する住宅業界は、建設業法、宅地建物取引業法、建築基準法、都市計画法、国土利用計画法、住宅品質

確保促進法、製造物責任法等、その他多数の法的規制を受けております。今後、これらの規制の改廃や新たな法的

規制が設けられた場合、または適応基準の変更によっては、当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

(3）季節的変動の影響について 

 当社は、北海道を主要な販売エリアとしております。北海道では、通常冬期間には相当の降雪がありますので、

当社では冬期間においても住宅を施工できる体制を確立しております。しかしながら、想定している以上の降雪が

長期間にわたり続いた場合、予定棟数の完成が出来なくなることが予想されます。当社の売上高は、上半期に比べ

下半期に集中するという傾向がありますが、売上高のおおよそ３分の１は、上半期に計上されます。この冬期間の

天候によっては、当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

(4）保証債務の影響について 

 当社は、住宅購入者の借入金等に対して、公的資金等が実行されるまで金融機関等に対して、一時的に債務保証

契約を締結しております。当社では、保証債務の履行を要求される可能性は僅少であると判断しておりますが、将

来、保証債務の履行を要求される状況が生じた場合には、当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

(5）保有不動産の影響について 

 当社は、販売用不動産売上伸張のため、自社土地を相当数保有しております。自社土地に関しては、立地条件や

価格等を総合的に勘案して仕入を行っておりますが、地価の急激な下落等により評価損が生じた場合、または長期

にわたって販売が停滞した場合には、当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

(6）減損会計導入に伴う影響について 

 平成17年４月１日以降開始する事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」が強制適用されておりますが、

当社においては、保有資産の将来キャッシュ・フロー等を算定し減損額の認識及び測定を進めてまいりました。こ

の「固定資産の減損に係る会計基準」により、固定資産の減損が特別損失に計上された場合には、当社の業績等に

影響を及ぼす可能性があります。 

(7）顧客情報の機密保持の影響について 

 当社は、業務の性質上、顧客の機密情報を取り扱うことが多くあります。社員に対しては、機密保持についてモ

ラル教育及び守秘義務の認識を徹底し、機密情報の漏洩防止に努めております。しかしながら、万一機密情報が漏

洩した場合には、当社の信用問題にも発展し、当社の業績等に影響を及ぼす可能性があります。 

(8）施工時の瑕疵等の影響について 

 住宅の施工に際しましては、品質管理を徹底し、瑕疵の発生の防止に注力しておりますが、不慮の瑕疵が発生す

る可能性は否定できません。このような瑕疵担保の費用に備えるため、過年度の実績を基礎に将来の補償見込みを

加味した引当金を計上しておりますが、補修に引当額以上の費用を要するような瑕疵が生じた場合には、当社の業

績等に影響を及ぼす可能性があります。 

(9）資金の調達について 

 当社は、親会社である株式会社土屋ホームより資金の調達を行っております。株式会社土屋ホームは、当社の議

決権の78.65％を所有している株主であります。 

 なお、株式会社土屋ホームとの取引条件は、両者間で市場動向その他を勘案して協議決定しております。 



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 当社は、北海道における快適で豊かな住まいのあり方を研究し、寒冷地住宅に求められる高断熱、高気密、計画換

気、耐震性及び耐火性に優れた住宅の建築に努めてまいりました。また、地球規模での環境問題に有効な手段として

の冷暖房効率の高い省エネルギー住宅の開発に取組んでおります。 

 当社の研究開発は、企画広報部商品開発課を中心に技術部及び営業部と相互に連携をとりながら活動を展開してお

ります。また、「ウッドツーバイフォー工法」及び「スチールツーバイフォー工法」の技術商品を更に改善向上し、

他社との差別化を一層拡大することにより営業支援に大きく貢献できる技術開発、商品開発を積極的に行っておりま

す。研究開発要員は、当事業年度末現在８名であり、これは総従業員の約５％にあたります。 

 当事業年度においての当社の主要な研究開発の概要は次のとおりとなっております。なお、当事業年度における研

究開発費の総額は、4,131千円となっております。 

(1）高耐力壁パネルに関する研究開発 

 一般的にツーバイフォー住宅の特性としては、六面体の面構造によって地震及び台風などの自然災害に強いことが

あげられております。ツーバイフォー住宅の地震力及び風圧に対する安全性は、横からの外圧に対して極めて粘り強

い構造であるとともに、外力が壁や床、または壁と床の幅広い接合部を通じて分散される特質によるものでありま

す。 

 当社のツーバイフォー住宅に関しては、独自の施工により一般的なツーバイフォー工法よりも高い強度で施工をし

ておりますが、地震に対する安全性へのニーズは更に高まっていると感じております。また、阪神淡路大震災、中越

地震などの大地震を経験し、構造計算偽装問題の発覚に伴い大手住宅メーカー側も「免震」、「制震」及び「耐震」

など様々な手法によって地震に対する安全性の確保に努めているところであります。 

 当事業年度において当社は、様々な手法のうちツーバイフォー工法の特性を更に活かすことのできる「耐震」分野

の研究開発に、この分野では経験豊富な実績を持つＪ建築システム株式会社の協力を得て着手しております。この

「耐震」分野の研究開発は、当社独自の高耐力壁パネルの性能を数値で評価でき、壁倍率でも判断できる利点があり

ます。また、「免震」及び「制震」と比較してコストを低く抑えることができ、ユーザー側にとって大きな魅力とな

ります。 

 この高耐力壁に関する研究開発の実験は、柱脚固定式による壁体の面内せん断試験の予備試験を北海道立林産試験

場において、本試験を財団法人建材試験センターにおいて行っております。この実験の結果、片面壁倍率は当社比

1.6倍となっております。 

 今後の展開といたしましては、この高耐力壁パネルを利用することにより、窓やドア部分などの開口部を現状より

も広く設計することができ、間取りの自由度及び将来のリフォームにも対応しやすくなります。また、デザイン面及

び室内空間にも広く応用が可能となることから、差別化商品として次事業年度下半期において発表する予定でありま

す。 

 なお、この高耐力壁パネルは、次事業年度上半期において国土交通省大臣の認定を取得予定となっております。 

(2）外壁防耐火性能の研究開発 

 当社オリジナルの壁の断熱方法は、外断熱に高性能フェノールフォーム厚さ50ｍｍ、及び充填断熱として細繊維グ

ラスウール厚さ90ｍｍを併用する付加断熱であります。当社では、これをダブル断熱と称し、他メーカーに対抗すべ

く採用しております。更に他メーカーとの防火性能の差別化を図るべく、このダブル断熱の防耐火性能試験を旭化成

建材株式会社と協力して予備試験を行っております。その後に行った旭化成建材株式会社による本試験によって、国

土交通省大臣認定を取得した結果、外断熱材の上に0.4ｍｍ以上の金属サイディングを直張りすることが可能とな

り、施工のスピードアップ及びコストダウンが可能となっております。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 当事業年度における財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりであります。 

 なお、文中における将来に関する事項については、有価証券報告書提出日（平成19年１月25日）現在において当社

が判断したものであります。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。こ

の財務諸表の作成にあたりまして、決算日における資産・負債の報告数値、報告期間における収入・費用の報告数

値に影響を与える見積りは、主にたな卸資産の評価、投資その他の資産の評価、貸倒引当金、完成工事補償引当

金、退職給付引当金であり、継続して評価を行っております。 

 なお、見積り及び評価については、過去の実績や状況に応じて合理的と考えられる要因等に基づき行っておりま

すが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果とは異なる場合があります。 

(2）当事業年度の経営成績の分析 

 当事業年度は、前事業年度に引続き、団塊ジュニア世代を中心とした若年層向けの受注確保を促進すべく手段を

講じてまいりました。詳細につきましては、以下のとおりであります。 

①売上高 

 北海道におきましては、前事業年度に引続き、潜在需要の掘り起こしを目的とした小規模宅地開発による土地

の分譲と注文住宅のセット販売を積極的に展開してまいりました。また、当社の女性スタッフが企画立案しまし

たミセスに優しい新商品「ラ・フェリーチェ」の発表及び前事業年度より好評いただいております商品「ガレー

ジライフ」を更に展開してまいりました。 

 以上のことから、完成工事高につきましては、前年同期比88百万円増加の39億83百万円（対前期増減率

2.3％）となり、販売用不動産売上高につきましては、前年同期比２億99百万円減少の23億22百万円（対前期増

減率△11.4％）となりました。販売用不動産売上高の内訳としましては、土地の売上高が前年同期比５億68百万

円減少の４億51百万円（対前期増減率△55.7％）と大きく減少し、提案住宅の売上高が前年同期比２億69百万円

増加の18億71百万円（対前期増減率16.8％）と増加しております。この結果、売上高総体としましては、前年同

期比２億５百万円減少の63億17百万円（対前期増減率△3.1％）となりました。なお、前事業年度において、グ

ループ全体での保有資産の有効活用を図るため、販売用不動産を親会社であります株式会社土屋ホームに売却し

ております。 

②売上原価、販売費及び一般管理費 

 売上原価に関しましては、販売用不動産売上高の減少に伴い、前年同期比３億12百万円減少の48億44百万円と

なりました。なお、販売用不動産の原価率は、5.2ポイント減少しており、完成工事の原価率は、前年同期並と

なっております。 

 販売費及び一般管理費に関しましては、支店統合等による賃借料の減少はあったものの、効果的な宣伝活動を

行うための広告宣伝費の増加及び人員増加に伴う人件費の増加などにより、前年同期比47百万円増加の13億３百

万円となりました。 

③営業外収益、営業外費用 

 営業外収益は、ほぼ前年同期並に推移し、２百万円となっております。 

 営業外費用は、主に貸倒引当金繰入、親会社である株式会社土屋ホームからの調達資金の支払利息などによ

り、前年同期比11百万円増加し、31百万円となりました。 

④特別利益、特別損失 

 特別利益は、保証金整理益４百万円等を計上し、４百万円となりました。 

 特別損失は、主に原材料評価損25百万円、減損損失38百万円等が発生した結果、前年同期比54百万円増加し、

83百万円となりました。 

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 「４ 事業等のリスク」に記載のとおりであります。 



(4）戦略的現状と見通し 

 当社といたしましては、外部経営コンサルタントとの契約により、更に営業力の強化に対し全社を挙げて取り組

むことにより、一人当たりの年間受注棟数を引き上げるべく対処してまいります。この営業力の強化により、外的

要因に左右されない体制を整備してゆく所存であります。 

 また、次事業年度下半期に発表予定の新商品を企画しております。これは、当事業年度において研究開発してお

ります高耐力壁を採用した「耐震」差別化商品であり、広く支持されるものと考えております。 

(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社の資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、前事業年度より38百万多い２億51百万円のキャッ

シュを得ております。これは、主に営業利益が増加したことによるものであります。 

 投資活動によるキャッシュ・フローでは、前事業年度より２億30百万円多い27百万円のキャッシュを使用してお

ります。これは、主に有形固定資産の取得による支出45百万円によるものであります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローでは、前事業年度より１億円少ない３億円のキャッシュを使用しておりま

す。これは、親会社からの短期借入金の減少３億円であります。 

 この結果、当事業年度末における現金及び現金同等物は、前事業年度に比べ75百万円減少し、１億25百万円とな

りました。資金の調達に関しましては、親会社であります株式会社土屋ホームの全面支援が約束されております

が、更に資金の流動性を高めるべく対処してゆく所存であります。 

(6）経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社の経営陣は、現在の経営環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めております。

しかしながら、ここ数年の住宅業界の環境を鑑みますと、当社を取り巻く環境は、更に厳しさを増すことが予想さ

れます。当社におきましても、第13期平成10年10月期以来無配当であること、また、第13期～第16期において当期

純損失を計上した結果、株主資本が著しく減少している状態であることを認識しております。 

 今後の方針につきましては、当社として掲げたスローガン「より高い挑戦心と自立心、達成プラス１」を大きな

指針とし、「この会社」「この仕事」「この仲間」とともに、現状に満足することなく常に挑戦心を持って、自ら

問題解決にあたり、小さな一歩でも前進し続けることで、それぞれが成長できる企業風土と職場環境を構築してま

いります。また、企業としての社会的責任を果たすべく、この脆弱な財務体質から早急に脱却できるよう安定的利

益の確保を最重要課題として、毎年配当が可能な体力をつけてゆくよう努力してまいる所存であります。このため

にも早期に「売上棟数500棟、売上高100億円、経常利益10億円達成」に向け邁進してまいります。 

 日々刻々と変化しつづける社会環境、経済環境及び技術環境に迅速に対応し、戸建住宅の販売事業において安定

した収益を確保するとともに、昨今の低価格路線に追従するのではなく、顧客ニーズを的確に把握し、良質な住宅

を他メーカーとの差別化により、適正価格にて提供すべく事業展開を進めてまいります。 

 また、地域貢献や社会参加に取り組み、「土屋ツーバイホーム」という会社が地域に根ざし、社会から正当な評

価をいただける会社として、更なる成長ができるよう「人」「物」「資金」「情報」等の経営資源を有効に投入

し、上場企業として「お客様」「株主様」に安心と信頼をいただける会社にしてまいります。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社では、急速な販売競争の激化に対応するため、48,026千円の設備投資を実施し、350千円の除却を実施いたし

ました。 

 主な設備投資等の概要といたしましては、北海道釧路市において新規顧客開拓のためのモデルハウスとして25,866

千円の設備投資を実施いたしました。 

２【主要な設備の状況】 

 当社は、国内の11ヶ所に支店を有しております。 

 以上のうち、主要な設備は、以下のとおりであります。 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。なお、金額には消費

税等は含まれておりません。 

２．リース契約による賃借設備は、ありません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社の設備投資については、今後の景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

 なお、当事業年度末現在における重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

  平成18年10月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額 
従業員数 
(外、臨時雇
用者数) 
(人) 

建物及び構
築物 
（千円） 

車両運搬具 
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

本社 

(札幌市中央区) 
統括業務施設 3,835 － 

－ 

(－)
8,109 11,945 

29 

(－)

札幌中央支店 

(札幌市中央区) 
販売設備 5,568 － 

－ 

(－)
1,509 7,077 

10 

(－)

札幌北支店 

(札幌市東区) 
販売設備 19,532 165 

－ 

(－)
1,335 21,033 

12 

(２)

札幌西支店 

(札幌市西区) 
販売設備 1,643 － 

－ 

(－)
1,292 2,936 

９ 

(－)

白石支店 

(札幌市厚別区） 
販売設備 4,886 81 

－ 

(－)
1,453 6,421 

13 

(２)

旭川支店 

(北海道旭川市） 
販売設備 22,742 81 

－ 

(－)
1,908 24,732 

12 

(２)

函館支店 

(北海道函館市） 
販売設備 3,957 82 

－ 

(－)
380 4,420 

12 

(２)

帯広支店 

(北海道帯広市） 
販売設備 3,190 302 

－ 

(－)
1,057 4,551 

14 

(１)

釧路支店 

(北海道釧路市） 
販売設備 25,750 76 

－ 

(－)
2,057 27,884 

12 

(２)

北見支店 

(北海道北見市） 
販売設備 564 － 

－ 

(－)
758 1,323 

７ 

(－)

苫小牧支店 

(北海道苫小牧市） 
販売設備 4,855 944 

－ 

(－)
1,614 7,415 

10 

(４)

八王子支店 

(東京都八王子市） 
販売設備 78,532 63 

33,717 

(183.33)
2,339 114,652 

７ 

(３)



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 有償・第三者割当 

発行価格       169,500円 

資本組入額       84,750円 

割当先        株式会社土屋ホーム 

(4）【所有者別状況】 

 （注） 「その他の法人」欄には、証券保管振替機構名義の株式が、１株含まれております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 20,000 

計 20,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年10月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年１月25日） 

上場証券取引所名又は 
登録証券業会名 

内容 

普通株式 8,900 8,900 ジャスダック証券取引所 － 

計 8,900 8,900 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成12年10月26日 

 （注） 
2,950 8,900 250,012 596,987 250,012 377,237 

  平成18年10月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状
況（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 8 7 64 － － 296 375 － 

所有株式数

（株） 
－ 157 40 7,592 － － 1,111 8,900 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ 1.77 0.45 85.30 － － 12.48 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が、１株含まれております。また、「議決

権の数（個）」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれております。 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年10月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社土屋ホーム 札幌市北区北９条西３－７ 7,000 78.7 

土屋ツーバイホーム取引先持株会 札幌市中央区北７条西13－９－１ 274 3.1 

土屋ツーバイホーム社員持株会 札幌市中央区北７条西13－９－１ 164 1.8 

株式会社土屋総合研究所 札幌市中央区大通西16－２－３ 159 1.8 

株式会社土屋経営 東京都中央区八重洲２－６－21 45 0.5 

株式会社北洋銀行 札幌市中央区大通西３－11 35 0.4 

株式会社北海道銀行 札幌市中央区大通西４－１ 35 0.4 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１－１－５ 35 0.4 

株式会社プリントバッグ 東京都台東区池之端２－９－３ 33 0.4 

米山 鐘秀 東京都港区 27 0.3 

計 － 7,807 87.7 

  平成18年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,900 8,900 － 

端株 － － － 

発行済株式総数  8,900 － － 

総株主の議決権 － 8,900 － 

  平成18年10月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社の配当政策につきましては、株主に対する配当金の安定的な利益還元を基本と考えており、利益の状況や財務

体質の強化及び事業の展開等を総合的に考慮し決定することとしております。 

 この方針に基づき、第21期につきましては、無配とさせていただきます。 

 内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、技術開発及び商品開発強化のため、

有効に投資してまいりたいと考えております。 

  なお、当社は、「取締役会の決議により、毎年４月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定

款に定めております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券

業協会の公表のものであります。なお、第20期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公

表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

回次 第17期 第18期 第19期 第20期 第21期 

決算年月 平成14年10月 平成15年10月 平成16年10月 平成17年10月 平成18年10月 

最高（円） 159,000 166,000 204,000 
380,000 

 ※148,000 
242,000 

最低（円） 87,000 135,000 138,000 
132,000 

※102,000 
129,000 

月別 平成18年５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 

最高（円） 195,000 173,000 188,000 159,000 161,000 140,000 

最低（円） 170,000 156,000 156,000 143,000 132,000 129,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

代表取締役社長  工藤 政利 昭和25年８月15日生 昭和63年１月 当社入社 

平成元年11月 当社取締役就任 

平成４年11月 当社技術部長 

平成８年11月 当社常務取締役就任 技術統

括担当 

平成11年11月 当社住宅本部長 

平成12年５月 当社代表取締役社長就任（現

任） 

平成13年１月 株式会社土屋ホーム取締役就

任（現任） 

16 

常務取締役 営業部長 山口 康成 昭和38年１月16日生 昭和63年５月 当社入社 

平成５年１月 当社函館支店長 

平成８年11月 当社東京統括ブロック長兼八

王子支店長 

平成13年11月 当社営業部長（現任） 

平成14年１月 当社取締役就任 

平成17年11月 当社常務取締役就任（現任） 

２ 

取締役  土屋 公三 昭和16年８月１日生 昭和41年２月 株式会社ビジネス（現 株式

会社土屋経営）設立 代表取

締役社長就任（現任） 

昭和45年３月 有限会社丸三土屋商事（株式

会社土屋ホームと合併）設立

 代表取締役社長就任 

昭和51年９月 株式会社丸三土屋建設（現 

株式会社土屋ホーム）設立 

代表取締役社長就任 

昭和61年10月 当社設立 代表取締役社長就

任 

平成元年７月 株式会社土屋ホーム代表取締

役会長就任 

平成元年11月 当社代表取締役会長就任 

平成２年２月 株式会社土屋ホーム代表取締

役社長就任 

平成３年１月 当社取締役就任（現任） 

平成６年４月 有限会社土屋総合研究所（現

株式会社土屋総合研究所）設

立 代表取締役社長就任（現

任） 

平成13年11月 株式会社土屋ホーム代表取締

役会長就任（現任） 

－ 

取締役 技術部長 木口 人志 昭和29年９月16日生 昭和63年11月 当社入社 

平成９年11月 当社設計部次長 

平成11年11月 当社技術部次長 

平成12年５月 当社技術部長（現任） 

平成14年１月 当社取締役就任（現任） 

９ 

 



 （注）１．監査役山本代富及び名越隆雄は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２．監査役山本代富は、取締役土屋公三の義兄であります。 

３．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております。 

補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

常勤監査役  中西 保 昭和21年２月27日生 昭和46年３月 有限会社丸三土屋商事（株式

会社土屋ホームと合併）入社 

昭和56年10月 株式会社土屋ホーム入社 

昭和58年８月 同社統括部長 

昭和60年３月 同社取締役就任 

昭和61年10月 当社入社 常務取締役就任 

平成元年11月 株式会社土屋ホーム常務取締

役就任 

平成元年11月 当社代表取締役社長就任 

平成12年５月 当社取締役副会長 

平成13年６月 株式会社トップホーム浜田

（現 株式会社土屋ホーム東

北）代表取締役社長就任 

平成14年１月 株式会社土屋ホーム取締役就

任 

平成14年２月 当社取締役就任 

平成16年１月 当社常勤監査役就任（現任） 

14 

監査役  山本 代富 昭和９年７月20日生 平成５年４月 札幌南法務局南出張所所長 

平成６年４月 日本司法書士会連合会登録 

平成６年４月 西山・山本司法書士事務所開

設 同所長 

平成６年11月 日本土地家屋調査士会連合会

登録 

平成６年11月 山本土地家屋調査士事務所開

設 同所長（現任） 

平成９年１月 当社監査役就任（現任） 

平成16年１月 山本登記・土屋の森林事務所

開設 同所長（現任) 

10 

監査役  名越 隆雄 昭和26年７月18日生 昭和58年４月 アーサーヤング公認会計士共

同事務所入所 

昭和63年５月 名越税務会計士事務所入所 

昭和63年11月 税理士登録 

平成元年３月 名越税務会計士事務所 所長

（現任） 

平成19年１月 当社監査役就任（現任） 

－ 

    計 51 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

 大森 雅之 昭和33年11月30日生 

平成９年３月 当社入社 

平成12年６月 管理部総務課課長 

平成13年11月 管理部次長(現任)  

１ 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営の健全化、業務分担とその責任の明確化を進め

るとともに、公平かつ透明度の高い経営体制づくりをすることであります。また、お客様や株主様等のステークホル

ダーに対しては、企業としての社会的責任を果たし、安心と信頼をいただけることが重要であると考えております。

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

①会社の機関の基本説明 

 当社は監査役制度を採用しております。平成18年10月末日現在、役員は取締役４名、監査役３名（うち社外監

査役２名）となっております。 

②会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 当社の内部統制システムといたしましては、取締役会及び監査役会があります。取締役会は、定期的に行われ

る定例会のほかに、必要に応じて開催されており、監査役も毎回出席し、すべての議事に関して意見または助言

を述べております。また、監査役は、取締役会終了後に監査役会を開催し、取締役会及び各取締役の業務執行状

況について協議を行っております。更に、営業及び利益管理面におきましては、迅速な業務執行を目的として、

取締役及び各部門長（営業部、技術部及び管理部）が出席し、業務進捗会議を毎月２回以上実施しております。

 当社の内部牽制システムといたしましては、本社管理部が担当しており、組織、業務分掌及び職務権限を継続

的に監視することにより、組織内の牽制機能を果たしております。これらの諸規程の運用状況の適否を適宜検討

し、内部牽制が有効に機能するように整備を図っております。 

③内部監査及び監査役監査の状況 

 当社の内部監査は、１名で行っており、期初に策定した内部監査計画に基づき、監査役、弁護士、会計監査人

及び税理士と連携し、主に業務監査を行っております。また、当社の監査役監査は、３名で行っており、期初に

策定した監査役監査計画に基づき、会計処理の適正性及びコンプライアンスの観点から、監査役会において検討

した結果を取締役会へ報告し、問題提起や改善指導を行っております。監査役は、取締役会及び社内の重要な会

議に出席するのみならず、内部監査担当との連携、弁護士、会計監査人、税理士から適宜助言及び指導を受ける

など、相互連携して監査業務にあたっております。 

④会計監査の状況 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、関谷靖夫氏、佐藤明典氏及び木下均氏であり、新日本監査法人

に所属しております。会計監査業務に係る補助者は、公認会計士２名、会計士補２名であります。 

⑤社外取締役及び監査役との関係 

 社外監査役１名に関しては、当事業年度末現在で当社株式を10株所有しており、土地家屋調査士として480千

円の取引関係があります。なお、社外取締役はおりません。 

(2）リスク管理体制の整備の状況 

 当社のリスク管理体制は、様々なリスクを的確に捉え、それを経営に反映させることが必要であるとの観点に立

ち、各部門長がそれぞれの役割において対応する体制を整えております。各部門長が継続的に監視・監督を行い、

重要な事項に関しては、取締役会及び監査役会へ具申し、取締役会及び監査役会においても、併せて監視・監督を

行っております。また、当社グループにおいては、毎朝の朝礼時に使命感の唱和を全従業員で行っており、従業員

一人ひとりに対しても企業の核となる方針を徹底しております。 

(3）役員報酬の内容 

 当社の取締役４名に対する報酬は、24百万円であり、うち１名に対する報酬はありません。なお、使用人兼務取

締役は１名おり、使用人給与相当額６百万円を支給しております。 

 当社の常勤監査役１名に対する報酬は、６百万円であります。社外監査役２名に対する報酬は、１百万円であ

り、うち１名に対する報酬はありません。 

(4）監査報酬の内容 

 当社が新日本監査法人と締結した公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく監査証明に係る報酬は、10

百万円であり、その他の報酬はありません。 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）第２条にもとづき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）により

作成しております。 

 なお、第20期事業年度（平成16年11月１日から平成17年10月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

21期事業年度（平成17年11月１日から平成18年10月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

 ただし、第20期事業年度（平成16年11月１日から平成17年10月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第20期事業年度（平成16年11月１日から平成17年10月31日ま

で）及び第21期事業年度（平成17年11月１日から平成18年10月31日まで）の財務諸表について、新日本監査法人によ

る監査を受けております。 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年10月31日） 
当事業年度 

（平成18年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

現金預金   201,393   125,807  

完成工事未収入金   509   140  

販売用不動産未収入金   5,000   ―  

未成工事支出金   108,362   104,613  

販売用不動産   1,553,377   1,536,977  

原材料   27,942   ―  

貯蔵品   38,738   40,663  

前渡金   67,431   8,935  

前払費用   29,112   34,377  

立替金   8,755   4,838  

短期保証金   ―   28,994  

その他   16,499   12,490  

貸倒引当金   △106   △398  

流動資産合計   2,057,018 81.3  1,897,440 82.1 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

建物  337,704   357,472   

減価償却累計額  164,606 173,097  191,145 166,326  

構築物  29,536   29,485   

減価償却累計額  20,675 8,860  20,750 8,734  

車両運搬具  14,651   14,651   

減価償却累計額  11,905 2,746  12,853 1,798  

工具器具備品  111,946   125,848   

減価償却累計額  91,331 20,614  102,031 23,816  

土地   55,610   33,717  

有形固定資産計   260,929 10.3  234,393 10.2 

２．無形固定資産        

ソフトウェア   15,694   15,141  

電話加入権   10,845   7,151  

その他   7,041   6,095  

無形固定資産計   33,581 1.3  28,388 1.2 

３．投資その他の資産        

投資有価証券   22,937   23,211  

出資金   200   200  

長期貸付金   48,909   44,662  

従業員長期貸付金   7,756   6,912  

長期前払費用   5,276   4,506  

差入保証金   37,390   39,204  

破産更生債権等   7,244   5,376  

役員保険積立金   53,871   27,705  

その他   ―   5,000  

貸倒引当金   △3,860   △7,033  

投資その他の資産計   179,726 7.1  149,745 6.5 

固定資産合計   474,237 18.7  412,527 17.9 

資産合計   2,531,255 100.0  2,309,967 100.0 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年10月31日） 
当事業年度 

（平成18年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

工事未払金   855,401   904,608  

販売用不動産未払金   11,116   ―  

親会社短期借入金   900,000   600,000  

未払金   46,130   51,056  

未払法人税等   5,756   6,551  

未払消費税等   46,445   36,479  

未払費用   64,449   75,392  

未成工事受入金   181,817   190,731  

預り金   79,765   63,977  

完成工事補償引当金   6,219   7,189  

その他   ―   184  

流動負債合計   2,197,101 86.8  1,936,172 83.8 

Ⅱ 固定負債        

預り保証金   149,461   129,835  

退職給付引当金   93,930   93,817  

固定負債合計   243,392 9.6  223,652 9.7 

負債合計   2,440,493 96.4  2,159,825 93.5 

 



  
前事業年度 

（平成17年10月31日） 
当事業年度 

（平成18年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  596,987 23.6  ― ― 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  377,237   ―   

資本剰余金合計   377,237 14.9  ― ― 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  33,400   ―   

２．任意積立金        

別途積立金  10,000   ―   

３．当期未処理損失  927,959   ―   

利益剰余金合計   △884,559 △34.9  ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  1,097 0.0  ― ― 

資本合計   90,762 3.6  ― ― 

負債・資本合計   2,531,255 100.0  ― ― 

（純資産の部）        

Ⅰ 株主資本         

１．資本金   ― ―  596,987 25.9 

２．資本剰余金        

（１）資本準備金  ―   377,237   

資本剰余金合計   ― ―  377,237 16.3 

３．利益剰余金        

（１）利益準備金  ―   33,400   

（２）その他利益剰余金        

別途積立金  ―   10,000   

繰越利益剰余金  ―   △868,490   

利益剰余金合計   ― ―  △825,090 △35.7 

株主資本合計   ― ―  149,134 6.5 

Ⅱ 評価・換算差額等        

１．その他有価証券評価差
額金 

  ― ―  1,008 0.0 

評価・換算差額等合計   ― ―  1,008 0.0 

純資産合計   ― ―  150,142 6.5 

負債純資産合計   ― ―  2,309,967 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高        

完成工事高  3,894,400   3,983,355   

販売用不動産売上高  2,622,581   2,322,932   

その他売上高  5,610 6,522,592 100.0 11,261 6,317,549 100.0 

Ⅱ 売上原価        

完成工事原価  2,758,486   2,833,930   

販売用不動産売上原価  2,395,128   2,001,051   

その他売上原価  3,383 5,156,998 79.1 9,341 4,844,323 76.7 

売上総利益        

完成工事総利益  1,135,913   1,149,424   

販売用不動産売上総利
益 

 227,453   321,881   

その他売上総利益  2,226 1,365,593 20.9 1,919 1,473,225 23.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３       

広告宣伝費  66,723   73,677   

販売促進費  105,025   102,527   

役員報酬  25,865   32,714   

従業員給与手当  475,758   474,416   

賞与  67,222   73,793   

退職給付引当金繰入額  7,224   9,216   

法定福利費  71,882   73,842   

福利厚生費  4,196   3,971   

消耗品費  34,217   36,082   

通信交通費  47,805   55,185   

動力用水光熱費  26,079   26,368   

教育研究費  7,450   14,196   

交際費  2,537   2,502   

寄付金  13   13   

賃借料  142,742   135,285   

車両費  38,389   41,778   

減価償却費  40,758   43,722   

租税公課  28,785   30,374   

保険料  5,073   2,377   

雑費  57,738 1,255,490 19.2 71,312 1,303,361 20.6 

営業利益   110,103 1.7  169,864 2.7 

 



  
前事業年度 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅳ 営業外収益        

受取利息  1,290   968   

受取配当金  619   626   

受取手数料  362   268   

その他  1,061 3,334 0.0 571 2,434 0.0 

Ⅴ 営業外費用        

支払利息 ※１ 19,391   22,863   

貸倒引当金繰入額  ―   5,826   

貸倒損失  ―   1,419   

その他  726 20,118 0.3 1,736 31,846 0.5 

経常利益   93,319 1.4  140,453 2.2 

Ⅵ 特別利益        

投資有価証券売却益  1,043   ―   

貸倒引当金戻入益   260   ―   

償却債権取立益  216   198   

保証金整理益   ― 1,520 0.0 4,018 4,216 0.1 

Ⅶ 特別損失        

役員退職慰労金  ―   800   

固定資産売却損 ※２,４ 3,734   ―   

固定資産除却損 ※５ 11,234   350   

販売用不動産評価損  12,291   6,608   

投資有価証券売却損  888   ―   

投資有価証券評価損  ―   238   

役員保険解約損  ―   5,034   

原材料評価損  ―   25,885   

減損損失 ※６ ―   38,554   

その他   ― 28,150 0.4 5,549 83,021 1.3 

税引前当期純利益   66,689 1.0  61,648 1.0 

法人税、住民税及び事
業税 

 2,062 2,062 0.0 2,180 2,180 0.1 

当期純利益   64,626 1.0  59,468 0.9 

前期繰越損失   992,586   ―  

当期未処理損失   927,959   ―  

        



完成工事原価報告書 

 （注） 原価計算の方法は、実際原価による個別原価計算によっております。 

販売用不動産売上原価報告書 

 （注） 原価計算の方法は、実際原価による個別原価計算によっております。 

  
前事業年度 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

材料費  1,156,008 41.9 1,185,663 41.8 

外注費  1,377,414 49.9 1,421,815 50.2 

経費  225,064 8.2 226,451 8.0 

(うち人件費)  (90,988) (3.3) (96,512) (3.4) 

合計  2,758,486 100.0 2,833,930 100.0 

  
前事業年度 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

土地原価  1,602,787 66.9 1,039,849 52.0 

材料費  365,107 15.3 418,437 20.9 

外注費  342,604 14.3 461,694 23.1 

経費  84,629 3.5 81,069 4.0 

(うち人件費)  (26,109) (1.1) (32,753) (1.6) 

合計  2,395,128 100.0 2,001,051 100.0 



③【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日） 

 

株主資本 
評価・換算
差額等 

純資産合計

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

平成17年10月31日 残高 
（千円） 

596,987 377,237 33,400 10,000 △927,959 △884,559 89,665 1,097 90,762 

事業年度中の変動額          

剰余金の配当      ―   ― 

当期純利益         59,468 59,468 59,468   59,468 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

              △88 △88 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

― ― ― ― 59,468 59,468 59,468 △88 59,379 

平成18年10月31日 残高 
（千円） 

596,987 377,237 33,400 10,000 △868,490 △825,090 149,134 1,008 150,142 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

  
前事業年度 

(自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日) 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益  66,689 61,648 

減価償却費  46,597 49,261 

減損損失  ― 38,554 

完成工事補償引当金の増加・減少(△)額  △1,352 970 

退職給付引当金の増加・減少(△)額  2,010 △112 

貸倒引当金の増加・減少(△)額  △260 3,465 

受取利息及び受取配当金  △1,909 △1,594 

支払利息  19,391 22,863 

貸倒損失  ― 1,419 

 投資有価証券売却益  △1,043 ― 

 投資有価証券売却損  888 ― 

投資有価証券評価損  ― 238 

固定資産売却損  3,734 ― 

固定資産除却損  11,234 350 

売上債権の減少額  206,824 5,369 

未成工事支出金の減少額  41,343 3,749 

販売用不動産の減少額  501,666 16,399 

その他のたな卸資産の減少額  8,685 26,017 

仕入債務の増加・減少(△)額  △673,042 38,090 

未払消費税等の増加・減少(△)額  31,273 △9,965 

未成工事受入金の増加・減少(△)額  △56,157 8,913 

その他流動資産の減少・増加(△)額  △54,863 30,373 

その他流動負債の増加・減少(△)額  77,389 △1,612 

その他  3,516 △19,626 

小計  232,615 274,775 

利息及び配当金の受取額  1,907 1,592 

利息の支払額  △19,391 △22,863 

法人税等の支払額  △2,372 △2,062 

営業活動によるキャッシュ・フロー  212,758 251,441 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

投資有価証券の取得による支出  △599 △599 

投資有価証券の売却による収入  39,219 ― 

有形固定資産の取得による支出  △57,368 △45,469 

有形固定資産の売却による収入  234,356 ― 

貸付による支出  △8,198 △500 

貸付金の回収による収入  13,667 7,015 

その他  △17,809 12,525 

投資活動によるキャッシュ・フロー  203,267 △27,028 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金純減少額  △400,000 △300,000 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △400,000 △300,000 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少(△)額  16,026 △75,586 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  185,367 201,393 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高  201,393 125,807 

    



⑤【損失処理計算書】 

  
前事業年度 

（株主総会承認日 
平成18年１月26日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処理損失   927,959 

Ⅱ 次期繰越損失   927,959 

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

 当社は当事業年度末時点においては債務超過の状況に

ありませんが、中間会計期間末においては第16期中間会

計期間末以降債務超過となる状況が続いております。当

事業年度については当期純利益64百万円を計上した結

果、自己資本は90百万円となりましたが、過少資本の状

況を改善するまでには至っておりません。当該状況によ

り、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しており

ます。 

 このような状況に至った経緯といたしましては、当社

の通常の営業の形態として、冬期間の影響により上半期

に比べ下半期に住宅の引渡が行われる割合が高く、業績

に著しい季節変動があり、上半期では赤字となります。

更に第13期～第16期において重要な当期純損失を計上し

た結果、上半期の赤字を補填できなくなるほど著しく自

己資本が毀損し、中間会計期間末においては第16期以降

債務超過となる状況が続いております。 

 このような状況を解消すべく当社では、札幌市西区に

１支店を新規に開設し、更に全社的に営業社員の増員を

行い、営業力を高め売上高の増加を図ってまいります。

また、各支店の予算管理を更に徹底することにより利益

を確保し、自己資本の充実を図ってまいります。 

 なお、資金面については親会社である株式会社土屋ホ

ームの全面支援が約束されております。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。 

 当社は当事業年度末時点においては債務超過の状況に

ありませんが、中間会計期間末においては第16期中間会

計期間末以降債務超過となる状況が続いております。当

事業年度については当期純利益59百万円を計上した結

果、株主資本は149百万円となりましたが、過少資本の状

況を改善するまでには至っておりません。当該状況によ

り、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しており

ます。 

 このような状況に至った経緯といたしましては、当社

の通常の営業の形態として、冬期間の影響により上半期

に比べ下半期に住宅の引渡が行われる割合が高く、業績

に著しい季節変動があり、上半期では赤字となります。

更に第13期～第16期において重要な当期純損失を計上し

た結果、上半期の赤字を補填できなくなるほど著しく株

主資本が毀損し、中間会計期間末においては第16期以降

債務超過となる状況が続いております。 

 このような状況を解消すべく当社では、営業力の強化

を図るため、当期首において札幌市西区に１支店を開設

し、更に全社的に営業社員の増員を行い、営業力を強化

し、また、新商品開発にも積極的に取組み、顧客のニー

ズを的確に捉え、売上の増加を図ってまいります。ま

た、経費面におきましては、費用対効果を更に徹底し

て、経費削減を強化し、利益を確保することにより株主

資本の充実を図ってまいります。 

 なお、資金面については親会社である株式会社土屋ホ

ームの全面支援が約束されております。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、こ

のような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しており

ません。 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

未成工事支出金 

同左 

 販売用不動産 

個別法による原価法 

販売用不動産 

同左 

 原材料 

総平均法による原価法 

原材料 

同左 

 貯蔵品 

総平均法による原価法 

貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）に

ついては、定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

 建物 ７ ～ 45年 

構築物 10 ～ 20年 

工具器具備品 ２ ～ 20年 

 

 (2）無形固定資産 

定額法 

 ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）完成工事補償引当金 

 完成工事に係る瑕疵担保の費用に備

えるため、過年度の実績を基礎に将来

の補償見込みを加味した額を計上して

おります。 

(2）完成工事補償引当金 

同左 

 (3）退職給付引当金 

 退職一時金制度について、退職給付

に係る期末自己都合要支給額を用いて

算定した退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

  消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。ただし、たな卸資産に係

る控除対象外消費税等は、当期の負担す

べき期間費用として処理しており、固定

資産に係る控除対象外消費税等は、長期

前払費用として計上し、５年間にわたり

償却しております。 

  消費税等の会計処理 

同左 

     



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

   当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税引前当期純利益は38,554千円減少し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

   当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は150,142千円で

あります。 

 なお、財務諸表等規則の改正に伴い、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

  

────── 

  

（短期保証金の区分掲記） 

 従来、貸借対照表の流動資産「その他」に含めて表示

しておりました「短期保証金」は、資産総額の100分の1

を超えたため、当事業年度より区分掲記しております。 

 なお、前事業年度の「短期保証金」の金額は、1,582

千円であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年10月31日） 

当事業年度 
（平成18年10月31日） 

※１．会社が発行する株式の総数及び発行済株式の総数 ※１．       ────── 

会社が発行する株式の総数 普通株式 20,000株

発行済株式の総数 普通株式  8,900株

 

 ２．保証債務 

 下記の住宅購入者に対する金融機関の融資につい

て保証を行っております。 

 ２．保証債務 

 下記の住宅購入者に対する金融機関の融資につい

て保証を行っております。 

住宅購入者(154件) 926,183千円 住宅購入者(208件) 1,658,409千円

 なお、住宅購入者に係る保証の大半は、公的資金

等が実行されるまで金融機関に対しての一時的な保

証債務であります。 

 なお、住宅購入者に係る保証の大半は、公的資金

等が実行されるまで金融機関に対しての一時的な保

証債務であります。 

 ３．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は1,097千円で

あります。 

 ３．       ────── 

 ４．資本の欠損 

 「貸借対照表上の純資産額から土地再評価差額金

及びその他有価証券評価差額金の合計額を控除した

金額」から「資本金、資本準備金及び利益準備金の

合計額」を差し引いた資本の欠損の額は、917,959千

円であります。 

 ４．       ────── 



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

※１．関係会社に係る営業外費用は、次のとおりであり

ます。 

支払利息    19,391千円

※１．関係会社に係る営業外費用は、次のとおりであり

ます。 

支払利息 22,863千円

※２．関係会社に係る特別損失は、次のとおりでありま

す。 

固定資産売却損    3,734千円

※２．       ────── 

※３．       ────── ※３．研究開発費の総額 

  一般管理費に含まれる研究開発費 

  4,131千円 

  当期製造費用に含まれる研究開発費はありません。 

※４．固定資産売却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物 1,775千円

構築物  1,959千円

計 3,734千円

※４．       ────── 

※５．固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

※５．固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

建物       8,095千円

構築物 587千円

工具器具備品 300千円

解体工事費      2,251千円

計       11,234千円

構築物 343千円

工具器具備品    7千円

計     350千円

 



前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

※６．       ────── ※６．減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しました。 

 当社は、事業所別管理会計区分を減損損失を把握する

グルーピングの単位としております。ただし、将来の使

用が見込まれていない遊休資産については、個別の資産

グループとして取り扱っております。また、本社等、特

定の事業との関連が明確でない資産については共用資産

としております。 

 八王子支店の資産グループについて、営業活動から生

ずる損益の継続的なマイナスが認められたため当該資産

グループに係る資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額34,861千円を減損損失として特別損失に

計上いたしました。その内訳は、建物12,967千円、土地

21,893千円であります。また、時価が著しく下落してい

る遊休資産の資産グループ（電話加入権）について、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額3,693千円

を減損損失として特別損失に計上しております。 

 なお、八王子支店の資産グループの回収可能価額は使

用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを

2.0％で割り引いて算定しております。また、遊休の資産

グループ（電話加入権）の回収可能価額は、正味売却価

額により測定しており、正味売却価額は、取引事例価額

に基づき評価をしております。 

用途 種類 場所 

事業用資産 建物及び土地 東京都八王子市 

遊休資産 電話加入権 － 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項   

２．新株予約権に関する事項  

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項  

 (1）配当金支払額 

該当事項はありません。 

 (2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

該当事項はありません。 

  
 前期末株式数
（株） 

 当期増加株式数
（株） 

 当期減少株式数
（株） 

当期末株式数
（株）  

摘要  

 発行済株式         

普通株式  8,900 ― ― 8,900   

合計  8,900 ― ― 8,900   

 自己株式           

普通株式  ― ― ― ―   

合計  ― ― ― ―   



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成17年10月31日現在）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成18年10月31日現在）

現金預金勘定  201,393千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ― 

現金及び現金同等物    201,393千円

現金預金勘定 125,807千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  ― 

現金及び現金同等物 125,807千円

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 33,360 32,248 1,112 

合計 33,360 32,248 1,112 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 33,360 33,360 ― 

合計 33,360 33,360 ― 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

 (注)       同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内      1,112千円

１年超      ― 

合計      1,112千円

１年内           ― 

１年超  ― 

合計           ― 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

 ────── 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料      6,672千円

減価償却費相当額 6,672千円

支払リース料      1,112千円

減価償却費相当額      1,112千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当事業年度において、その他有価証券で時価のない株式238千円の減損処理を行っております。なお、減損処

理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％

程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行

っております。 

２ 時価のない主な有価証券の内容 

３ 前事業年度及び当事業年度中に売却したその他有価証券 

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 平成16年11月１日至 平成17年10月31日）及び当事業年度（自 平成17年11月１日至 平成18年

10月31日） 

  当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 種類 

前事業年度（平成17年10月31日） 当事業年度（平成18年10月31日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えるも

の 

(1）株式 － － － － － － 

(2）債券 － － － － － － 

(3）その他 1,504 2,601 1,097 2,106 3,114 1,008 

小計 1,504 2,601 1,097 2,106 3,114 1,008 

貸借対照表計

上額が取得原

価を超えない

もの 

(1）株式 － － － － － － 

(2）債券 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 － － － － － － 

合計 1,504 2,601 1,097 2,106 3,114 1,008 

 
前事業年度（平成17年10月31日） 当事業年度（平成18年10月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 20,336 20,097 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 至 平成17年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年11月１日 至 平成18年10月31日） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

売却額（千円） 
売却益の合計額 
（千円） 

売却損の合計額 
（千円） 

39,219 1,043 888 ― ― ― 



（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、退職一時金制度を採用しております。 

２ 退職給付債務及びその内訳 

 （注） 退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用の内訳 

 （注） 簡便法により算定された退職給付費用を計上しております。 

（ストック・オプション等関係） 

  該当事項はありません。 

 
前事業年度 

（平成17年10月31日） 
当事業年度 

（平成18年10月31日） 

 （千円） （千円）

(1）退職給付債務 93,930 93,817 

(2）退職給付引当金 93,930 93,817 

 
前事業年度 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

 （千円） （千円）

退職給付費用 

勤務費用 

8,849

8,849

12,647

12,647



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

前事業年度（自 平成16年11月１日至 平成17年10月31日） 

 当社は関連会社を有していないため該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成17年11月１日至 平成18年10月31日） 

 当社は関連会社を有していないため該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

（平成17年10月31日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

（平成18年10月31日）

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金繰入超過額    18,846千円

完成工事補償引当金超過額 2,511 

未払事業税 1,491 

その他 2,344 

繰延税金資産（流動）計 25,193 

  

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金繰入超過額 36,021 

販売用不動産評価損 4,963 

繰越欠損金 172,239 

その他 2,674 

繰延税金資産（固定）計 215,899 

評価性引当額 △241,093 

繰延税金資産の純額 ― 

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金繰入超過額    22,344千円

完成工事補償引当金超過額 2,903 

未払事業税 1,765 

その他 2,768 

繰延税金資産（流動）計 29,781 

  

繰延税金資産（固定）  

退職給付引当金繰入超過額 37,883 

販売用不動産評価損 2,668 

繰越欠損金 124,062 

減損損失 10,331 

その他 9,619 

繰延税金資産（固定）計 184,566 

評価性引当額 △214,347 

繰延税金資産の純額 ― 

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率    40.4％ 

（調整）   

    

住民税均等割 3.1 

交際費等 1.9 

賞与引当金繰入超過額 5.5 

退職給付引当金繰入超過額 4.1 

未払事業税 2.2 

一括償却資産 2.7 

販売用不動産評価損 7.4 

投資有価証券評価損認容 △6.6 

販売用不動産評価損認容 △284.6 

 繰越欠損金当期発生額 226.8 

その他  0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 3.1％ 

    

  

法定実効税率 40.4％ 

（調整）   

    

住民税均等割 3.5 

交際費等 1.9 

受取配当金等 △0.1 

評価性引当額の増減 △43.4 

その他  1.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 3.5％ 

    



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成16年11月１日 至平成17年10月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

(2）役員及び個人主要株主等 

 （注） 上記(1)及び(2)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお

ります。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．山口康成に対する貸付金につきましては、毎月25日元利金等77回払い利率3.63％となっております。 

２．(株)土屋ホームへの固定資産の売却及び土地の売上につきましては、時価及び一般販売価格を参考に決定

しております。 

３．(株)土屋ホーム及び(株)ウッドデザインにつきましては、一般取引と同様に決定しております。 

４．(株)土屋ホームからの資金の借入については、借入時の市場金利に準じて金利を決定しております。 

５．(株)土屋経営につきましては、「代理店契約書」を締結し、一般取引先と同様に決定しております。 

６．(株)土屋経営は、当社取締役土屋公三及びその近親者が議決権の97.4％を所有しております。 

７．(株)ウッドデザインは、当社取締役土屋公三の近親者が議決権の57.0％を所有しております。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 
株式会社 

土屋ホーム 

札幌市 

北区 
7,114,815 建設業 

（被所有） 

直接 

79.78％ 

兼任 

２名 

当社土

地の販

売及び

仕入 

固定資産売

却 
234,356 － － 

固定資産売

却損 
3,734 － － 

資金の借入 1,100,000 
短期借

入金 
900,000 

土地の売上 646,583 － － 

土地の仕入

に係る仲介

手数料の支

払 

9,346 － － 

事務所の賃

借 
5,031 

前払費

用 
440 

仲介手数料

の支払 
3,129 － － 

支払利息 19,391 － － 

属性 
氏名又は会社
等の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上 
の関係 

役員 山口 康成 － － 
当社取締

役 
－ － － 資金の貸付 － 貸付金 674 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社 

株式会社 

土屋経営 

東京都 

中央区 
12,000 

教育研修 

業務 

（被所有） 

直接 

0.51％ 

兼任 

１名 

教育研

修業務

の委託 

研修費等 

の支出 
1,539 

前払費

用 
388 

株式会社ウ

ッドデザイ

ン 

札幌市 

中央区 
10,000 

木製品製

作販売 
－ － 

木製品

の購入 

販売促進用 

記念品の購

入 

2,064 － － 



当事業年度（自平成17年11月１日 至平成18年10月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

(2）役員及び個人主要株主等 

 （注） 上記(1)及び(2)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてお

ります。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

１．山口康成に対する貸付金につきましては、毎月25日元利金等77回払い利率3.63％となっております。 

２．(株)土屋ホームへの固定資産の売却及び土地の売上につきましては、時価及び一般販売価格を参考に決定

しております。 

３．(株)土屋ホーム及び(株)ウッドデザインにつきましては、一般取引と同様に決定しております。 

４．(株)土屋ホームからの資金の借入については、借入時の市場金利に準じて金利を決定しております。 

５．(株)土屋経営につきましては、「代理店契約書」を締結し、一般取引先と同様に決定しております。 

６．(株)土屋経営は、当社取締役土屋公三及びその近親者が議決権の97.4％を所有しております。 

７．(株)ウッドデザインは、当社取締役土屋公三の近親者が議決権の57.0％を所有しております。 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

親会社 
株式会社 

土屋ホーム 

札幌市 

北区 
7,114,815 建設業 

（被所有） 

直接 

78.65％ 

兼任 

２名 

当社土

地の販

売及び

仕入 

    

資金の借入 1,300,000 
短期借

入金 
600,000 

土地の仕入

に係る仲介

手数料の支

払 

10,173 － － 

事務所の賃

借 
5,031 

前払費

用 
440 

仲介手数料

の支払 
1,912 － － 

支払利息 22,863 － － 

属性 
氏名又は会社
等の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上 
の関係 

役員 山口 康成 － － 
当社常務

取締役 
－ － － 資金の貸付 ― 貸付金 256 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社 

株式会社 

土屋経営 

東京都 

中央区 
12,000 

教育研修 

業務 

（被所有） 

直接 

0.51％ 

兼任 

１名 

教育研

修業務

の委託 

研修費等 

の支出 
1,340 

前払費

用 
388 

株式会社ウ

ッドデザイ

ン 

札幌市 

中央区 
10,000 

木製品製

作販売 
－ － 

木製品

の購入 

販売促進用 

記念品の購

入 

1,892 － ― 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

１株当たり純資産額      10,198円08銭            16,869円97銭 

１株当たり当期純利益金額 7,261円45銭      6,681円83銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 

 潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

同左 

 
前事業年度 

（自 平成16年11月１日 
至 平成17年10月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年11月１日 
至 平成18年10月31日） 

当期純利益（千円） 64,626 59,468 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 

普通株式に係る当期純利益 

（千円） 
64,626 59,468 

期中平均株式数（株） 8,900 8,900 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【その他】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当事業年度増加額・減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

 ２．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 その他有価証券 
株式会社北海道銀行（優先株） 40,000 20,000 

岡谷ホームコンポーネント株式会社 30,000 97 

計 70,000 20,097 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証券 その他有価証券  日興コーディアル証券累投（１銘柄） 2 3,114 

計 2 3,114 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 
（千円） 

有形固定資産        

建物 337,704 32,735 
12,967 

(12,967)
357,472 191,145 26,538 166,326 

構築物 29,536 1,248 1,300 29,485 20,750 1,031 8,734 

車両運搬具 14,651 － － 14,651 12,853 947 1,798 

工具器具備品 111,946 14,042 140 125,848 102,031 10,832 23,816 

土地 55,610 － 
21,893 

(21,893)
33,717 － － 33,717 

建設仮勘定 － 36,480 36,480 － － － － 

有形固定資産計 549,449 84,507 
72,781 

(34,861)
561,174 326,781 39,351 234,393 

無形固定資産        

ソフトウェア 33,074 6,235 － 39,310 24,168 6,788 15,141 

電話加入権 10,845 － 
3,693 

(3,693)
7,151 － － 7,151 

その他 14,071 405 － 14,477 8,382 1,351 6,095 

無形固定資産計 57,991 6,641 
3,693 

(3,693)
60,939 32,551 8,140 28,388 

長期前払費用 8,200 1,200 600 8,800 4,293 1,770 4,506 

繰延資産 － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

建物 
増加額（千円） 釧路モデルハウス 25,866 

減少額（千円） 事業用資産減損損失２件 12,967 

工具器具備品 増加額（千円） ＯＡ機器の取得21件 11,992 

土地 減少額（千円） 事業用資産減損損失 21,893 

建設仮勘定 増加額（千円） 釧路モデルハウス 27,159 

電話加入権 減少額（千円） 遊休資産減損損失 3,693 



【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注） その他の有利子負債の平均利率は、当期末現在における加重平均利率を使用しております。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 － － － － 

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。） 
－ － － － 

その他の有利子負債     

親会社短期借入金 900,000 600,000 1.6 平成19年４月 

合計 900,000 600,000 － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 3,966 6,171 2,361 344 7,432 

完成工事補償引当金 6,219 7,189 6,219 － 7,189 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金預金 

２）完成工事未収入金 

相手先別内訳 

 （注） 当社の主な相手先は、不特定多数の個人であります。 

滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

３）未成工事支出金 

区分 金額（千円） 

現金 834 

預金の種類  

普通預金 122,972 

定期預金 2,000 

小計 124,972 

合計 125,807 

相手先 金額（千円） 

個人 （注） 140 

合計 140 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

509 4,182,523 4,182,892 140 100.00 0.03 

材料費（千円） 外注費（千円） 経費（千円） 計（千円） 

34,807 55,878 13,927 104,613 



４）販売用不動産 

 （注） 土地の地域区分、面積及び金額は次のとおりであります。 

５）貯蔵品 

区分 金額（千円） 

建物 543,241 

土地 993,735 

合計 1,536,977 

地域 土地面積（㎡） 金額（千円） 

北海道 25,383.62 946,769 

（札幌市内） 7,921.46 485,721 

（その他） 17,462.16 461,047 

東京都 267.63 46,966 

合計 25,651.25 993,735 

区分 金額（千円） 

営業用消耗備品 40,387 

印紙 275 

合計 40,663 



② 負債の部 

１）工事未払金 

２）親会社短期借入金 

３）未成工事受入金 

４）預り保証金 

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

ＹＫＫ ＡＰ株式会社 68,558 

株式会社グリーンハウザー 54,125 

雄別林業株式会社 50,359 

株式会社キムラ 47,212 

株式会社菱成 25,140 

その他 659,211 

合計 904,608 

相手先 金額（千円） 

株式会社土屋ホーム 600,000 

合計 600,000 

前期繰越高（千円） 当期受入額（千円） 
完成工事未収入金と
の相殺額（千円） 

販売用不動産未収入
金との相殺額（千円) 

当期末残高（千円） 

181,817 6,563,530 4,169,777 2,384,839 190,731 

相手先 金額（千円） 

メルコホームテクノ株式会社 4,135 

三菱電機住環境システムズ株式会社 3,122 

有限会社三協土建 3,084 

株式会社北水工業 3,000 

有限会社零技建 3,000 

その他 113,492 

合計 129,835 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 10月31日 

定時株主総会 １月中 

基準日 10月31日 

株券の種類 １株券 10株券 100株券 

中間配当基準日 ４月30日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 
無料 ただし、不所持株券の交付、汚損、毀損及び喪失により再発行する

場合は、株券１枚につき印紙税相当額 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

 みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

日本経済新聞に掲載して行う。 

なお、決算公告につきましては、日本経済新聞に掲載する公告に代えて、

貸借対照表及び損益計算書を当社ホームページ

（http://www.twobyhome.co.jp/)に掲載いたしております。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の親会社等であります株式会社土屋ホームは、継続会社であり、東京証券取引所及び札幌証券取引所に上場し

ております。 

２【その他の参考情報】  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第20期）（自 平成16年11月１日 至 平成17年10月31日）平成18年１月26日北海道財務局長に提

出。 

(2）半期報告書 

 第21期中（自 平成17年11月１日 至 平成18年４月30日）平成18年７月25日北海道財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書 

  平成18年１月26日

株式会社 土屋ツーバイホーム   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 川上 洋司 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 関谷 靖夫 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社土屋ツーバイホームの平成16年11月１日から平成17年10月31日までの第20期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

土屋ツーバイホームの平成17年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当事業年度末において自己資本は90,762千円と少額な状況であ

り、また第16期以降中間会計期間末では債務超過の状況が続いており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在してい

る。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提に作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 

  平成19年１月25日

株式会社 土屋ツーバイホーム   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 関谷 靖夫 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 佐藤 明典 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 木下 均 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社土屋ツーバイホームの平成17年11月１日から平成18年10月31日までの第21期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

土屋ツーバイホームの平成18年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は当事業年度末において株主資本は149,134千円と少額な状況で

あり、また第16期以降中間会計期間末では債務超過の状況が続いており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在

している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継続企業を前提に作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

２．会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当

該会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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